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2 0 2 6 年 ７ 月 １ 日 

八戸港国際物流拠点化推進協議会 

１ 申請受付関連について 

Ｑ 申請方法が複数あるが、受付の順番についてはどのように判断されるのか。 

Ａ 日にちと時刻での管理を行う。メールで送付いただいた場合は、送信日時とする。当課に持

参いただいた場合はその日時とする。郵送の場合は八戸港国際物流拠点化推進協議会（以下、

「物流協」という。）事務局に到着した日の 11 時とする。申請が同日かつ同時刻に複数ある

場合は、添付書類の有無・過去の補助金交付状況など、事務局が総合的に判断し、順番を決

定することとする。 

 

Ｑ 予算の上限額に達した場合は、募集が打ち切られるのか。 

Ａ 募集期間中に、募集を打ち切るということはないが、予算の上限額を超してからの申請は、

仮受付の扱いとなりキャンセル待ちとなる。申請者へはその旨通知する。 

 

Ｑ キャンセル待ちの申請は、交付決定となる見込みはあるか。 

Ａ 申請の取下げ等によって、予算の残額が発生した場合、予算の残額の範囲内で受け付ける場

合がある。 

 

Ｑ キャンセル待ちの申請は、キャンセルが出なければ補助をもらえないのか。 

Ａ お見込みのとおり。 

 

Ｑ キャンセル待ちの状態で、最終的に補助をもらえない場合は何らかの通知があるか。 

Ａ 交付決定できない旨を通知する。 

 

Ｑ 補助金増額の変更申請は予算上限額に達している場合、受け付けないのか。 

Ａ 仮受付となるため、増額分についてはキャンセル待ちの順番に加わっていただく。 

 

Ｑ 申請期間以後に補助対象となる事業を行う予定がある場合でも、申請受付期間までに申請す

る必要があるのか。 

Ａ お見込みのとおり。 

 

Ｑ 申請書等はどのように提出するのか。 

Ａ 郵送、持込み、メールでご提出いただきたい。なお、メールでご提出いただく場合、添付フ                             

ァイルのサイズが大きい場合など、メールを受信できない場合がある。このため、適宜、デ

ータ転送サービスなどをご活用いただきたい。 

 

送付先：八戸港国際物流拠点化推進協議会事務局（八戸市 商工労働まちづくり部 商工課）   

住所：〒031-8686 青森県八戸市内丸一丁目１番１号 

メールアドレス：shoko@city.hachinohe.aomori.jp 

 

mailto:shoko@city.hachinohe.aomori.jp
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2 0 2 6 年 ７ 月 １ 日 

八戸港国際物流拠点化推進協議会 

Ｑ 交付申請の時点で、八戸港を利用したことが分かる証明（B/L（船荷証券））等の写しを提出

する必要はあるのか。 

Ａ 交付申請時点での提出は不要であるが、実績報告時にご提出いただくため、あらかじめご準

備を進めていただきたい。 

 

Ｑ 荷主向けの補助金について、フォワーダー等も、助成対象になるのか。 

Ａ 助成対象となる。ただし、重複の補助は行わないことに留意いただきたい。 

例）荷主 A がフォワーダー事業者 B に依頼し海上輸送を行った場合、助成対象は、どちらか一方

となる。（Ｂが申請を行い助成対象となった場合、Ａは助成対象とならない） 

 

Ｑ 荷主向けの補助金について、フォワーダーが補助金を受領した場合、フォワーダー向けの「八

戸港コンテナ貨物集貨促進事業費補助金」は補助対象となるのか。 

Ａ 補助対象とならない。どちらか一方の補助金の申請となるため、ご留意いただきたい。 

 

Ｑ 国内の移出入のみで、海外に輸出入を行わないため、B/L（船荷証券）が発行されていない場

合、どうすればよいか。 

Ａ 各補助制度の様式である「補助金申請者に係る確認書」、「貨物照会承諾書」及び「八戸港を

活用したことが分かる書類（請求書の写しなど）」をご提出いただきたい。また、各補助金で

対応が異なる場合があるため、詳細は事務局にお問合せいただきたい。 

 

Ｑ 親会社と子会社、それぞれで申請対象と認められるのか。  

Ａ 「親会社が議決権の 50％以上を有する場合」又は親会社と「代表者及び住所」、「主要株主及

び住所」若しくは、「実質的支配者」が同じ法人である子会社は、親会社と同一法人とみなし、

どちらか一者のみでの申請しか認められない（孫会社等も同様）。なお、子会社や孫会社が複

数あり、これらが前述の「親会社が議決権の 50％以上を有する場合」等に該当し、同一の法

人とみなされる場合、親会社、子会社、孫会社のうち一者のみでの申請が認められる。 

 

２ 補助対象期間について 

Ｑ 補助対象期間の基準となるのはいつか。 

Ａ 輸移入は八戸港への入港日、輸移出は出港日を基準とする。 

 

Ｑ 事業完了日の基準は。 

Ａ 「補助対象期間中における八戸港への入出港日」が基準として考えられるが、補助メニュー

により異なる場合があるので、事前にご相談いただきたい。なお、補助対象期間中までに事

業を完了していただく必要がある点をご留意いただきたい。 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

３ 補助金併用関連について 

Ｑ 荷主向け補助金について、併用可能な補助金を教えていただきたい。 

Ａ 併用不可となるメニューがあるため、ご留意いただきたい。（詳細は以下のとおり） 

No. 補助金名 併用可能かどうか 

① 
新規・シフト貨物利用促進事業費補助金 

（輸出入） 
②⑥と併用可能（③④⑤と併用不可） 

② コンテナ貨物陸送費支援補助金 ①③⑥と併用可能（④⑤と併用不可） 

③ 国内移送貨物集貨促進補助金 ②⑥と併用可能（①④⑤と併用不可） 

④ モーダルシフトトライアル輸送事業費補助金 ⑥と併用可能（①②③⑤と併用不可） 

⑤ 継続大口荷主支援助成金 ②⑥と併用可能（①③④と併用不可） 

⑥ くん蒸上屋利用事業費補助金 ①～⑤と併用可能 

 

Ｑ 併用可のメニューがある新規・シフト補助金（リーファー加算含む）及び陸送費支援補助金

の全てが対象になった場合、最大で約 425万円補助されるということか。 

Ａ お見込みのとおり。（新規シフト補助金：最大約 245万円、陸送費支援補助金：最大 180万円） 

 

Ｑ 他団体の補助制度と併用できるのか。 

Ａ 併用は可能である。ただし、他団体の補助制度の規定により、併用ができない旨定められて

いる場合もあるので、申請を行う場合はご留意いただきたい。 

  【例】八戸港モーダルシフトトライアル輸送事業費補助金 

・補助対象経費    50万円 

       ・他団体からの補助  20万円 

      ・当協議会からの補助 （50万円-20万円）÷２＝15万円 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

４ 補助金交付決定・実績報告・支払関連について 

Ｑ 交付決定時期は。  

Ａ 申請受付を開始し、順次審査・決定の手続きを進めるが、申請が重なった場合、審査に時間

を要することが考えられる。よって、申請日から何日以内とはお答えできないが、できるだ

け早い段階でお示しできるようにしたい。 

 

Ｑ 2026年１月から 2026年 12月分が補助対象期間となっている補助金（例：新規・シフト貨物

利用促進事業費補助金、コンテナ貨物陸送費補助金など）について、申請時点で事業が完了

しているが、いつまでに実績報告を行えばいいのか。  

Ａ 交付決定日から起算して 30日以内までにご提出いただきたい。 

 

Ｑ 補助金の交付時期は。 

Ａ 実績報告及び請求書を提出のうえ、2027年２月～３月を予定している。ただし、交付決定の

状況によっては、それ以前の交付も考えられるため、事務局にご相談いただきたい。 

 

５ 【荷主向け】新規・シフト貨物利用促進事業費補助金について 

Ｑ シフト貨物に係る同一品目の定義は。 

Ａ 昨年度八戸港以外で取り扱っていた品目が八戸港に移っていれば、シフト貨物として取り扱

うこととする。（以下の例は品目 Aが八戸港に移っているため、シフト貨物の対象となる） 

例）他港（品目 A、品目 B、品目 C）→八戸港（品目 A、品目 D） 

 

Ｑ シフト貨物に係る同一品目について、輸出入時の代表税番等は確認するのか。 

Ａ 事務局により、B/Lに記載されている「名称等」から同一品目かを判断するため、輸入時の代

表税番は判断基準とはしない。 

 

Ｑ 過去に一度でも八戸港を利用した場合、新規利用に該当しないのか。 

Ａ 過去２年間（2024年１月～2025年 12月）利用した場合、新規荷主に該当しない。 

 

Ｑ 県産品（輸出）加算における「農畜産品」及び「農畜水加工品」の定義は。 

Ａ 農畜産品においては食品表示基準第二条第二項、農畜水加工品においては食品表示基準第二

条第一項に定められているところによる。 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

６ 【荷主向け】陸送費支援補助金について 

Ｑ 陸送費補助の申請に係る車輌手配書については、メールのやりとりの写しでもいいか。 

Ａ メールの写しは不可。発注側のクレジットが入った「発地と着地」、「貨物の内容」、「貨物の

量」が分かる書類が望ましい。 

 

Ｑ 直線距離を算出するにあたっての八戸港の基準となる場所は。 

Ａ 「八戸港国際物流ターミナル（青森県八戸市河原木海岸 36-9）」を基準の場所とする。 

 

Ｑ 八戸港でデバンニング作業を行ったのち、トラックやトレーラーで現地まで輸送した場合の

陸送経費は対象となるのか。 

Ａ 対象となりうるが、事務局まで事前にご相談いただきたい。 

 

７ 【荷主向け】国内移送貨物集貨促進補助金について 

Ｑ 補助対象となる「移出入貨物」とは何か。 

Ａ 八戸港を利用する国内の移出入貨物のうち、新規利用またはシフト利用の要件を満たす貨物

をいう。 

 

Ｑ 補助対象の考え方は、新規シフト補助金と同じか。 

Ａ 基本的な考え方は新規シフト補助金と同様であるが、対象は輸出入ではなく、国内の移出入

貨物に限定する。 

 

Ｑ 補助対象となる単価や上限は。 

Ａ 1TEUあたり 5,000円、上限 50万円である。 

 

Ｑ 実績報告では、どのような書類が必要か。 

Ａ 実績報告関係書類に加え、補助期間対象期間中の八戸港利用実績が確認できる書類の写しを

ご提出いただきたい。 

 

Ｑ 「補助期間対象期間中の八戸港利用実績が確認できる書類の写し」はどういった書類を提出

すればいいか。 

Ａ 輸出入における B/L（船荷証券）に相当する書類を提出いただきたい。一例としては「フォワ

ーダーがブッキングを受けた際の booking format」や、「船積証明書（Certificate of 

Shipping）」などであるが、コンテナ貨物の「発地と着地」、「貨物内容」、「貨物量」などが分

かる書類であれば、受け付ける場合があるため、詳細は事務局にご相談いただきたい。 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

８ 【荷主向け】モーダルシフトトライアル輸送事業費補助金について 

Ｑ 「前年他港を利用した貨物」とは何か。 

Ａ 前年度において、八戸港以外の港で取り扱っていた品目をいう。 

 

Ｑ 「前年他港を利用した貨物」が助成対象とされているが、具体的にどのような場合が該当す

るのか。 

Ａ 2026 年 1 月 1 日から 2026 年 12 月 31 日までの間に、八戸港以外の港を利用して輸出入また

は移出入を行っていた貨物について、八戸港を活用したトライアル輸送を実施する場合に対象

となる。 

   【対象となる事例】 

    例１ ・2025年 弘前から横浜港まで陸送し、横浜港から台湾まで海上輸送 

       ・2026年 弘前から八戸港まで陸送し、八戸港から横浜港、横浜港から台湾まで

海上輸送 

    例２ ・2025年 他港から横浜港まで海上輸送。 

・2026年 冬季期間中のみ八戸港から横浜港まで海上輸送  

    ※例１・例２において、2025年の輸送方法を、2026年にも継続していただいて差し支え

ない。 

   【対象とならない事例】 

例１ ・2025年 弘前から神戸まで陸送。 

・2026年 弘前から八戸港まで陸送し、八戸港から横浜港、神戸港まで海上輸送  

 

Ｑ 2025年と輸送経路が変わっていない区間は、助成対象となるか。 

Ａ 対象となる。 

【対象となる事例】 

以下の場合、「弘前～台湾」までの全区間が補助対象となる。 

・2025年：弘前から横浜港まで陸送し、横浜港から台湾まで海上輸送 

・2026年：弘前から八戸港まで陸送し、八戸港から横浜港、横浜港から台湾まで海上輸送 

 

Ｑ 申請にあたり、前年度の陸送経路を証明する書類は必要か。 

Ａ 必要である。前年度の陸送経路の始点および終点が確認できる書類（請求書の写し等）をご

提出いただきたい。 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

Ｑ 国内の移出入のみで、海外との輸出入がなく、B/L（船荷証券）が発行されていない場合はど

うすればよいか。 

Ａ 輸出入における B/L（船荷証券）に相当する書類を提出いただきたい。一例としては「フォワ

ーダーがブッキングを受けた際の booking format」や、「船積証明書（Certificate of 

Shipping）」などであるが、コンテナ貨物の「発地と着地」、「貨物内容」、「貨物量」などが分

かる書類であれば、受け付ける場合があるため、詳細は事務局にご相談いただきたい。 

 

Ｑ 倉庫荷役は補助対象経費となるか。 

Ａ 日本国内輸送において、八戸港向けに出庫する際の倉庫荷役および、八戸港から輸送後に入

庫する際の荷役は、日本国内輸送経費として補助対象となり得る。 

ただし、最終的な可否は個別事例により判断するため、事前に事務局へご相談いただきたい。 

 

Ｑ 倉庫荷役料を月額固定で支払っている場合、補助対象経費はどのように算定すればよいか。 

Ａ 月額等の一定期間で支払っている場合は、補助対象となる荷役と当該期間中の全体の荷役量

等に基づき、合理的に按分して算定すること。なお、按分割合の根拠（当該期間の荷役実績

等）を示す資料の提出を求める場合がある。 

 

Ｑ 保管費用は補助対象経費となるか。 

Ａ 日本国内輸送において、出港までの一時的な保管に係る費用は、日本国内輸送経費として補

助対象となり得る。ただし、最終的な可否は個別事例により判断するため、事前に事務局へ

ご相談いただきたい。 

 

９ 【フォワーダー向け】コンテナ貨物集貨促進事業費補助金について 

Ｑ どのようなフォワーダーが対象となるか。 

Ａ 荷主から直接輸送の依頼を受けたフォワーダーが対象である。荷主と直接契約関係にあるこ

とが必要となるため、ご留意いただきたい。 

 

Ｑ フォワーダーがさらに別のフォワーダーへ再委託した場合は対象となるか。 

Ａ 対象外である。フォワーダーを 1 社以上経由した場合は補助対象とならないため、ご留意い

ただきたい。 

 

Ｑ 「八戸港国際物流拠点化推進協議会」の構成団体は対象となるか。 

Ａ 「八戸港国際物流拠点化推進協議会」の構成団体は対象外となる。 

 

Ｑ フォワーダーであることはどのように証明すればよいか。 

Ａ 貨物利用運送事業法に基づく許可書の写し等、フォワーダーであることが確認できる書類を

提出いただきたい。 
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八戸港国際物流拠点化推進協議会 

Ｑ 最低取扱量の要件はあるか。 

Ａ 補助対象は最低 25TEU以上の取扱いが必要となる。 

 

Ｑ 既存利用の荷主も対象になるか。 

Ａ 対象外である。過去 2年間に八戸港の利用実績がない荷主が対象である。 

 

Ｑ 貨物単位での判定はあるか。 

Ａ ある。荷主自体が既存利用者であっても、過去 2 年間に八戸港で取り扱いのない品目であれ

ば対象となる。 

 

Ｑ 実績報告時に必要な証明書類は何か。 

Ａ 以下のいずれかの提出が必要となる。 

① 荷主等から輸送・荷役を請け負ったことが確認できる書類の写し 

② 貨物輸送関係証明書（指定様式） 

 

Ｑ ①の「確認できる書類」とは具体的に何か。 

Ａ 例として以下のような書類が該当する。 

インボイス、パッキングリスト、請求書、業務完了報告書、輸送依頼書や受注書類 など 

※複数書類の組合せにより確認する場合もあるため、詳細は事務局にご相談いただきたい。 

 

Ｑ 正式な書類が発行されていない場合はどうすればよいか。 

Ａ メール等のみで契約関係を証明している場合など、①の提出が困難な場合は、荷主に記入い

ただく「②貨物輸送関係証明書」をご提出ください。 

 

Ｑ ②の証明書は誰が作成するのか。 

Ａ 荷主が内容を記入し、証明するものである。フォワーダーが取りまとめてご提出ください。 

 

Ｑ 荷主向け補助金と併用可能か。 

Ａ 同一企業とみなされる場合は併用不可となる。 

 

Ｑ 同一企業とみなされるのはどのような場合であるか。 

A．例えば、フォワーダーと荷主の代表者が同一である場合などは、同一企業と判断する。 

 

Ｑ グループ会社の場合の申請は可能か。 

Ａ グループ会社であっても自動的に対象外とはならないが、企業間の関係性が分かる資料の提

出を求めた上で、同一企業かどうかを総合的に判断する。 

 

 


